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研究成果の概要（和文）：　世界および日本社会における高度情報化の進展につれて、現在、司法の領域とりわけ民事
訴訟・民事手続の世界でもICT 化が急速に進展しつつある。しかし、行政・医療等の領域でICT 化が加速度的に進行し
ているのに比べ、司法領域では、「民事訴訟・ADR 手続のICT 化」はほとんど進捗していなかった。そこで、本研究で
は、研究者のこれまでの研究成果を踏まえて、法的救済システムとICTシステムとを総合し、統合的な新システムの構
築に努めた。2001年の『司法制度改革審議会意見書』での提言の具体化であり、その研究成果は、理論的実践的な評価
を加えつつ逐次公表を行ってきた（後掲・論文、著作、学会等の報告を参照）。

研究成果の概要（英文）： This is the integral study to "e-Support System" for civil dispute resolution in 
Japan.
 As the development of an information-oriented society in the world, we can see rapid progressing of ICT 
in the world of the Judiciary area especially the civil litigation and civil proceedings. However, 
compared to the administrative and medical areas in Japan and the U.S. and other countries in the 
judicial area, we cannot see the progress of the ICT of civil litigation and ADR in Japan. Therefore, in 
this study, based on the research achievement and knowledge of researchers, we tried to built new 
comprehensive and legal relief system on the base of ICT system. This means a further theoretical and 
practical implementation of the recommendations of the Judicial Reform Council of 2001 we have already 
published many articles and reports in several academic meetings including international ones. We have 
plan to continue the publication on this subject.
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１．研究開始当初の背景 
 

近時、高度情報化社会の展開につれて、司

法の領域、とりわけ民事訴訟・民事手続の世

界でも ICT（情報技術）化が、急速に進展し

つつある。すでに、民事訴訟の領域では、1996

年の現行民事訴訟法制定のさいに、いわゆる

TV 会議システム・電話会議システムが導入さ

れ、民事訴訟の ICT 化の端緒が開かれた。そ

の後、政府の「e-Japan 戦略」をも背景とし

て、2001 年の『司法制度改革審議会意見書』

での提言を受けて、2004 年には、通常民事訴

訟のICT化を促進する可能性を有していると

考えられる電子申立等の手続なども新設さ

れた。さらに、2006 年春には、督促手続のオ

ンライン化も実施され始めた。しかしなが

ら、今日に至るまで、行政等の領域や司法の

周辺領域において、ICT 化が加速度的に進行

しているのに比べて、「民事訴訟過程自体の

ICT 化（民事訴訟の ICT 化）」は十分に進捗

していない。このような現状を改善するため

には、民事訴訟制度に対して ICT 技術の全面

的なサポートによる、アクセスと制度機能の

飛躍的な向上を図ることが必要不可欠であ

り、そのためには、民事訴訟を中核とした紛

争解決手続に対してどのようなICTサポート

が可能であり、かつ望ましいかを、理論的・

実践的に検討しなければならない。 

 
２．研究の目的 
 

本研究は、これまで応募者が行ってきた

「救済法」研究と「e-サポート裁判所」研究

の成果を踏まえた「法のライフライン」構想

の集大成として、「e-サポート民事紛争処理

システム」の全体像を、具体的かつ総合的に

提示し、日本における民事救済手続システム

の完成を目的とする。この研究を通じて、「民

事司法へのユビキタス・アクセス」を現実に

実現するために、手続への恒常的アクセス過

程とその手法および紛争処理手続過程の詳

細を提言し、「e-サポート裁判所」を中核と

し各種 ADR 機関との連携・統合を実現し、ICT

を活用した「e-サポート民事紛争処理システ

ム」の具体的設計とそのための諸種の課題に

取り組み、「法のライフライン」構想を具体

化したい。 

 
３．研究の方法 
 

全体として、本共同研究者が、それぞれの

役割分担領域について上記のような主たる

責任をもちつつ、各自の分担領域についての

集中的な書籍・文献収集および調査と ICT 化

の課題と展望に関する研究を行い、その成果

について、定期的な研究会等を通じた共同研

究の形式による比較法的な基礎的検討など

を加えることなどに努めたい。そして、この

研究期間内に、関係する和英独文献を読了先

端的な取組みを実践しているシンガポー

ル・アメリカ・ドイツ等を視察し、内外の各

種紛争解決機関等の担当者と意見交換をし、

一定の成果をあげ、その内容を著作のかたち

にまとめ公刊することを現在具体的に計画

している。 

 

４．研究成果 

 

本科研費によるサポートのお蔭で、下記の

５で具体的に掲記したように、数多くの論

文、図書および学会報告を行うことができ

た。心から感謝申し上げたい。そのすべてを

ここに要約的に記載することは困難である

が、「司法へのユビキタス・アクセス」を実

現し、市民の市民により市民のための紛争解

決手続を具体化するためには、様々な民事訴

訟法・民事手続法の領域における手続過程

（手続前過程を含む）における ICT 化が不可

欠であるというのが、その帰結である。 
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